
平成 27年３月 30日 

  消 防 庁 

「平成 26 年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書」の公表 

 救急出動件数は年々増加しており、今後も高齢化の進展等を背景に救急需要の増大

が見込まれる中、救急業務を取り巻く諸課題について検討するため、消防庁では昨年

度に引き続き「救急業務のあり方に関する検討会」を開催しました。 

この度、検討結果を報告書として取りまとめましたので公表します。 

【検討の概要】 

１.消防と医療の連携

・「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準」の運用による効果 

の更なる検証について 

２.救急業務の高度化の推進

  ・ICTの活用の推進について 

３.予防救急の推進

・奏功事例の調査と取組の推進について 

４.救急業務に携わる職員の教育のあり方・緊急度判定体系の普及

(１) 救急救命士ワーキンググループ 

⇒指導救命士の養成に係るテキストの作成を進め、骨子版を提示

（２）救急隊員ワーキンググループ 

⇒救急隊員の早期教育や救急救命士との連携に資する教育用動画(DVD)

を作成

（３）通信指令員ワーキンググループ 

⇒「通信指令員の救急に係るテキスト」（平成 25年度作成）を用いた

モデル教育を実施し、その効果を実証

（４）緊急度普及ワーキンググループ 

・緊急度判定体系の概念を社会全体で共有するための方策の検討 

５．2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた課題整理 

【別添資料】 

「平成 26 年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書」のポイント 

※報告書全文については、消防庁ホームページ（http://www.fdma.go.jp/）に

掲載します。 

【連絡先】 

消防庁救急企画室 

担当：橘補佐・上條補佐・寺谷専門官 
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平成 26年度救急業務のあり方に関する検討会報告書のポイント 

 
１．検討会設置の背景と目的 

救急出動件数は年々増加しており、今後も高齢化の進展等を背景に救急需要の増大が見

込まれる中、救急業務を取り巻く諸課題について検討するため、昨年度に引き続き「救急

業務のあり方に関する検討会」（座長：山本保博 東和病院院長）を開催した。 

 

平成 26年度救急業務のあり方に関する検討会 主要検討項目 

  

２．検討事項 

本検討会では、以下の８つの項目について検討を行った。 

１ 消防と医療の連携 

 ・「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準」の運用による効果 

  の更なる検証 

２ 救急業務の高度化の推進 

・ICTの活用の推進 

３ 予防救急の推進 

・奏功事例の調査と取組の推進 

４ 指導救命士の養成 

５ 救急隊員の教育 

６ 通信指令員の教育 

７ 緊急度判定体系の普及 

８ 2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた課題整理 

なお、上記４～７の項目については、検討会の下に下記ワーキンググループを設置し、

必要な検討を行った。 



 

○ 救急救命士ワーキンググループ 

 ・指導救命士の養成に係るテキストの作成を進め、骨子版を提示 

○ 救急隊員ワーキンググループ 

・救急隊員の早期教育や救急救命士との連携に資する教育用動画（DVD）を作成 

○ 通信指令員ワーキンググループ 

・「通信指令員の救急に係るテキスト」（平成 25年度作成）を用いたモデル教育を 

実施し、その効果を実証 

○ 緊急度普及ワーキンググループ 

・緊急度判定体系の概念を社会全体で共有するための方策の検討 

また、上記の各項目に係る検討内容を踏まえ、全国の都道府県消防防災主管部局、

都道府県衛生主管部局、消防本部に対しアンケートによる実態調査を行った。 

 

 対象別 「救急救命体制の整備・充実に関する調査」調査項目 

     
消防と医療 

の連携 
ICT の活用の 

推進 

予防救急 

の推進 

救急業務 

に係る教育 
緊急度判定体

系の普及 

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ 

ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ 

都道府県 

消防防災主管部局 ○ ○ － － ○ ○ 

都道府県 

衛生主管部局 ○ ○ ○ － ○ － 

消防本部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

   ※ ○の付いた項目については、アンケート調査を実施しており、－の付いている項目については、アンケート 

   を調査を実施していない。 

 

３．各検討事項の概要 

（１）消防と医療の連携（第２章） 

各都道府県では、消防法に基づく「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する

基準」（以下「実施基準」という。）が策定され、実施基準に関して消防機関や医療機関

等が協議や連絡調整を行う協議会（以下「法定協議会」という。）において、救急業務

の迅速かつ適切な実施に向けた検討が行われている。高齢化の進展等を背景に増大する

救急需要や受入医療機関の選定困難事案が問題になっていることを受けて、各都道府県

には、実施基準について法定協議会において運用状況を定期的に調査・検証した上で、

ブラッシュアップ等に結びつけていくことが期待されており、消防庁としても、実施基

準の内容分析とフォローアップを進め、必要な支援を行っている。 

今年度の検討会では、昨年度の調査検討を通じて浮かび上がった課題を踏まえ、在宅

独居や施設入所の高齢者、酩酊者、精神疾患患者等の搬送に関する奏功事例の調査、６

号基準の運用をスムーズに行っている地域の調査分析、法定協議会において搬送及び受

入れについて活発な議論が行われている地域の調査分析等を行った。 

また、消防庁保有の救急統計データを用いて実施基準策定前後の効果の有無を分析す

るとともに、消防本部へのアンケート調査を通じて救急業務の覚知から病院収容までの

各段階における搬送時間の延伸要因と短縮要因を整理した。その結果、実施基準が射程

とする範囲（重症等）では収容所要時間の延伸抑制効果が現れていると考えられるよう

なデータが得られたほか、管轄人口規模 10万人以上 70万人未満の中規模消防本部で特



に実施基準が効果を発揮しやすいと考えられるようなデータが得られた。さらに、全国

的に収容所要時間が延伸しているものの、消防本部の管轄人口規模ごとにその要因には

違いが見られることから、消防本部の管轄人口規模ごとに適切な対策を講ずる必要があ

ることがわかった。 

実施基準が実効性を有していると考えられる背景には、消防機関と医療機関等の関係

者がそれぞれ搬送及び受入れに関するルール作りに主体的に参画し、関係者間で「顔の

見える関係」を形成し、十分な議論を経た上で実施基準を作り上げられているのではな

いかと考えられることから、各地域においてそのような議論の場づくりが重要である。 

搬送困難に陥りやすい類型の傷病者への対応については、消防機関が地域内の医療や

福祉に携わる多職種と連携し、救急搬送をめぐる課題について認識を共有している先進

事例を紹介した。今後、2025 年までに全国的な構築が目指されている「地域包括ケア

システム」への消防機関の関わりについて、緊急度から判断して救急搬送が必要な傷病

者の迅速かつ適切な救急搬送につなげることが期待でき、消防機関にとってメリットと

なるものと考えられることから、検討を深めることが望まれる。 

法定協議会における議論の活性化については、地域メディカルコントロール協議会等

の地域レベルでの議論の場から議論を積み上げることの重要性が指摘された。 

６号基準の課題については、二次医療機関による積極的な受入れや、三次医療機関へ

搬送が集中している現状の認識共有の重要性が示された。各地域の実情に応じて関係者

の合意の下で確実に運用できるような６号基準を定めることが必要である。 

 

（２）救急業務におけるＩＣＴの活用の推進（第３章） 

救急業務を担う各地域の消防機関には、傷病者の症状に応じた迅速かつ適切な医療機

関の選定や病院への情報伝達時間の短縮等、より効率的で効果的な業務の遂行を目的と

して、救急業務における ICT（情報通信技術）の活用が期待されており、今年度までに

ICT を導入・活用している都道府県は 33 団体と着実に増加している。ただし、昨年度

の調査検討を通じて、導入におけるコスト面の問題があること、医療資源が限られた地

域では選定先も限られ導入の効果が現れにくいと考えられている傾向にあること、医療

機関によるリアルタイムな応需情報の入力が困難な地域があることが指摘されていた

ことから、今年度の検討会では ICTの活用の効果と導入時のポイントを整理した。 

まず、ICTの活用の効果については、医療機関選定における時間短縮や照会回数の減

少が見られた団体や、搬送受入状況の見える化によって医療機関側の意識の改善が見ら

れた団体があった。また、導入時のポイントとしては、都道府県の衛生主管部局と連携

し医療情報システム更新と同時期に消防機関が使いやすいシステムを導入してコスト

低減に努めることや、医療機関による応需情報のリアルタイムでの入力を促す工夫の必

要性が示された。 

救急業務における ICT活用の今後の一層の普及に向けては、消防機関だけでなく医療

機関においても、システムの構築や運営に主体的な役割を果たすことが望まれる。ICT

の導入が救急業務の円滑化に対して効果を発揮するためには、単に ICT による枠組み、

いわば「箱」を導入するだけでは不足であり、医療機関と消防機関がともに主体的にシ

ステムの構築や運営に参画し、双方にとって有効なシステムとなるよう運用していくこ

とが不可欠である。この点は、実施基準が各地域において有効に機能するためのポイン

トとも共通しており、実施基準と ICT はともに、消防機関と医療機関等の関係者がそれ



ぞれ主体的に運用のルール作りに参画することによって、初めて有効に機能すると言え

る。また、ICTを導入した上で、受入状況の共有やリアルタイムでの更新を促進し、医

療機関同士で状況の見える化を進めることで、医療機関側の傷病者の受入れに対する意

識を高める効果があることが示されている。 

 

（３）予防救急の推進（第４章） 

各地域の消防本部では、既に保健福祉部局や医師会と連携して、救急搬送に至る傷病

を予防する様々な取組を行っているが、全国的に統一された呼称や概念が存在しておら

ず、また効果を検証した実例が少ないため、現状では各地域や消防本部において手探り

で取組が進められている。そのため、まずは予防の取組に関する呼称や概念に関する意

見、実施状況をアンケート調査により把握するとともに、類似する概念を整理し、今後

どのような支援方策が必要かを検討した。 

アンケート調査の結果、全国の 7割以上の消防本部で既に救急搬送に至る傷病を予防

する取組を実施しており、またそのような取組を行う必要性についてもおおむね共通認

識となっていることが明らかになった。ただし、呼称については「予防救急」という言

葉を統一的に普及させることには課題があり、諸外国の調査からも、同様の取組を総称

する呼称は把握できなかった。 

以上のように、呼称に関する是非はあるものの、救急搬送に至る傷病を予防する取組

の普及については関係者内で一定の理解があることが確認できたため、各地域の救命率

の向上に資するような効果的な取組を推進し、未実施の消防本部においても新たな立ち

上げを促すため、先進事例の紹介等を行うことが望まれる。 

 

（４）救急業務に携わる職員の教育のあり方（第５章） 

ア．救急救命士ワーキンググループ（第２節） 

昨年度の検討会では、指導救命士について、名称、要件、養成カリキュラム等につい

て検討を行った。今年度は、養成カリキュラムを踏まえ、指導救命士の養成の全国展開

と指導救命士の全国運用に向けて「指導救命士の養成に係るテキスト」の作成を進めた。 

テキスト案は 8人の経験豊富な救急救命士が中心となって作成し、指導救命士として

必要なスキルである「知識」「技術」「指導」「連携」の 4 つについて、具体的な教育項

目ごとに学習が必要な事項を検討した。テキストは執筆者である救急救命士、編集委員、

監修委員による確認・修正が進められており、本報告書では骨子版を巻末に示した。 

今後は、指導救命士の全国展開に向け、テキストの作成、実態調査等、消防本部の規

模に拘わらず指導救命士を養成する体制を構築するための取組を進める必要がある。 

 

イ．救急隊員ワーキンググループ（第３節） 

救急隊員の生涯教育については、昨年度に、役割別（新任、兼任、現任、隊長）に必

要な教育内容や関係様式をまとめた「救急業務に携わる職員の生涯教育の指針 Ver.1」

が示されているところである。今年度は、全国で一定の質が担保された教育の実現に資

するよう、上記指針の中でも特に新任隊員の早い段階での教育が求められる項目や救急

救命士との連携を要する項目を取り上げた教育用動画教材を作成し、全国に配布するこ

ととした。 

教育用動画教材の項目としては、頻繁には遭遇しないが重要なもの、救急救命士が介



助を要するもの、処置範囲拡大の対応に関するもの、消防本部において研修が難しいも

の、という 4つの基準に沿って検討した。その結果、「喉頭展開・異物除去」「気管挿管

の補助」「心肺停止前の静脈路確保及びブドウ糖溶液投与の補助」「接遇（講義編）」「接

遇（シナリオ編）」の 5 種類の教育用動画を作成することとし、指導経験が豊富な救急

救命士と医師により想定シナリオを作成して動画を撮影した。 

作成した「救急隊教育用動画教材」は、本報告書の別添としたほか、消防庁の「e-

カレッジ」で活用するなどして共有が図られる予定であり、各地域においては教材を活

用して救急隊員教育の一層の充実が期待される。また、消防庁においても、全国で一定

の質が担保された救急隊員の教育が実施されるよう、引き続き全国の実態を把握しつつ、

最新の課題を見極めていく必要がある。 

 

ウ．通信指令員ワーキンググループ（第４節） 

今年度は、昨年度に策定された「通信指令員の救急に係る教育テキスト」及び「緊急

度判定プロトコル Ver.1「119 番通報」」を教材として、12 消防本部をモデル地域とし

たモデル教育を実施し、その教育効果を検証した。 

統一的な質を確保した教育を行う必要があることから、教育目標、内容、時間数、指

導者や教材について検討し「教育モデル」を策定した上でモデル教育を実施した。実施

前後での知識等の変化、行動変容等からモデル教育の効果を検証したところ、知識理解

度、実践能力、モチベーション向上等に有意に作用することがわかった。来年度以降、

全国の消防本部では積極的に教育を展開していくことが必要である。 

一方で教育を実施する上での課題となる教育時間の確保や指導者の確保等を解決す

るためには種々の工夫が必要となることがわかり、今後、消防本部の規模別や勤務体系

に応じた教育の導入の具体的方策を示す必要がある。 

また、モデル教育において地域メディカルコントロールに携わる医師が参画した消防

本部では、医師の通信指令業務に対する理解が深まり、事後検証の観点からも双方に有

益であるという結果が得られた。今後、地域メディカルコントロール協議会への働きか

けなど、連携に向けた取組を進めていくことが重要である。 

その他、死戦期呼吸などに関する映像資料の活用など、教育に活用するテキストにつ

いて継続的に必要な見直しを行っていくことが望まれる。 

 

（５）緊急度判定体系の普及（第６章） 

緊急度判定体系に関する検討は、平成 17 年度から始まり、その技術的検討は一定の

成果を得ているものの、普及啓発やコンセンサスの形成については十分ではない。 

そこで今年度は、普及啓発を検討課題として、「住民目線の緊急度の提示」「「場」や

「マスメディア」を活用した広報」「救急受診ガイドの普及」「電話相談事業の充実」の

4つの項目について検討した。 

まず、普及啓発を進めるに当たっては、住民目線での「緊急度判定は○○である」と

いう説明が必要であり、一般市民、消防、医療及び行政の関係者、地域それぞれに対す

るヒアリング調査結果等を踏まえ、緊急度判定の位置付けを検討した。今後、更なる調

査を実施しつつ、関係者間の合意形成を継続しながら、緊急度判定体系の位置付けや具

体的に説明するための言葉・表現の検討が必要である。 

また、緊急度判定体系の普及には、多数の者を対象にした「マスメディア」による広



報と、応急手当講習や市民団体が主催するイベント等の「場」を活用しての普及の両面

からアプローチしていくことが重要であることがわかった。その取組の第一歩として、

住民向けのシンプルな普及啓発資材として「救急車利用リーフレット」を改定した。今

後、消防が実施する応急手当講習の中に「緊急度判定体系」に関する説明を盛り込むよ

う促すなどの取組を進める必要がある。また、「場」を活用した普及を目指し、医師、

教育関係者等と検討をしながら普及啓発資材の開発等を進める必要がある。さらに政府

レベルでの取組も重要であり、厚生労働省等の関係者との検討を深めていく必要がある。 

「消防庁救急受診ガイド 2014 年版」の活用状況等についてアンケート調査を実施し

たところ、まだ十分に活用されていない状況であることがわかった。取組を行っていな

い地域では、都道府県によっては消防防災主管部局と衛生主管部局との間に取組に対す

る認識や姿勢の差があること、また都道府県と各消防本部の間にも同様の差があること

がわかった。 

電話相談事業のアンケート調査結果でも、事業を行っている団体が限られていること、

救急受診ガイドと同様、都道府県によっては消防防災主管部局と衛生主管部局との間に

取組に対する認識や姿勢に差があること、また都道府県と各消防本部の間にも同様の差

があることがわかった。このため今後は、消防防災主管部局が関係者間の連携を促し、

地域を動かすために主導的な役割を担うように促していくことが望まれる。 

電話相談事業については、今年度既に実施している行政機関における同事業の財源や

実施形態、効果等を調査し、事例集としてとりまとめており、実施されていない団体に

対して、この事例集の取組方法を参考に導入を検討するよう働きかけていく必要がある。

さらに、同事業を実施する単位としては、「地域特性への最適化」「関係者の合意形成」

「均てん性」の観点から考えると、都道府県単位による取組が、地域の実情を最も反映

できるとともに、スケールメリットを得ることができる規模ではないかと考えられる。 

このほか、第２章６において述べたとおり、「地域包括ケアシステム」に消防機関が

関わっていくことが望ましいが、その際には、地域に緊急度判定体系の考え方が普及し

ていることが重要である。 

さらに、平成 26 年６月に医療法が改正されたことも踏まえて、来年度以降、厚生労

働省と連携した横断的な検討を進めることが望まれる。 

 

（６）2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた課題整理（第７章） 

2013年 9月 7日、2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催が決定され

たことを受け、総務省及び消防庁においても、準備本部が設置された。本検討会では、

まずは各都道府県及び消防本部における同大会に向けた救急業務の課題及び対応の方

向性をアンケート調査により把握し、今後の検討の方向性を整理した。 

アンケート調査の結果、救急業務に関する課題として「外国語対応・コミュニケーシ

ョンの問題（文化・宗教含む）」「熱中症対策の強化」「多数傷病者発生時の対応」「感染

症対策」が多く挙げられた。 

来年度直ちに、更に詳細な実態調査に着手し、具体的方策について早急にとりまとめ

ていくことが求められる。 
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【参 考】 

 

平成 26年度救急業務のあり方に関する検討会開催要綱 

 

（開 催） 

第１条 消防庁救急企画室（以下｢救急企画室」という。）は、「救急業務のあり方に

関する検討会」(以下「検討会」という。）を開催する。 

（目 的） 

第２条 今後も見込まれる救急需要の増大に対し、救急業務のあり方全般について、

必要な研究・検討を行い、救命効果の向上を図ることを目的とする。 

（検討会） 

第３条  検討会は、次項に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちから、

消防庁長官が委嘱する。 

３ 検討会には、座長を置く。座長は、委員の互選によって選出する。  

４ 座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

５ 座長に事故ある時は、座長が指定した委員がその職務を代行する。 

６ 検討会には、委員の代理者の出席を認める。 

（ワーキンググループ） 

第４条 座長は、必要に応じ検討会にワーキンググループ（以下「WG」という。）を

置くことができる。 

２  WG の委員は、各関係行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちか

ら、座長が指名する。 

（委員の任期） 

第５条  委員の任期は、平成 27 年 3 月 31 日までとするが延長を妨げないものとす

る。 

（運 営） 

第６条 検討会及び WGの運営は、救急企画室が行う｡ 

（委 任） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他 WGに関する必要事項は、

座長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成 26年 7月 2日から施行する。 
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